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居宅療養管理指導 重要事項説明書 

 

１．事業所の概要 

（１） 事 業 所 名  医療法人横浜博萌会  

             西横浜国際総合病院 

（２） 所  在  地  〒２４５－８５６０ 

横浜市戸塚区汲沢町５６番地 

                 電話 ０４５－８７１－８８５５ 

（３） 代  表  者  院長  三瓶 建二 

             管理者 山本 佳樹 

（４） 事業者指定番号  １４１１００３４５８ 

（５） サービス提供地域 （横浜市）戸塚区  泉区  栄区 

                  藤沢市 

 

２．法人の概要 

（１） 名    称  医療法人 横浜博萌会 

（２） 代 表 者  理事長  三瓶 建二 

（３） 所 在 地  横浜市戸塚区汲沢町５６番地 

           電話 ０４５－８７１－８８５５ 

（４） 事業所概要  昭和６３年９月  現在地に「西横浜国際総合病院」開設 

（５） 法人の在宅医療・介護サービス一覧 

在宅医療センター 居宅療養管理指導(訪問診療) 

訪問リハビリテーション 

通所リハビリテーション 

訪問看護ステーションにしよこはま 訪問看護 

ケアプランセンターにしよこはま   ケアマネジメント 

ケア・フレンズ横浜 送迎サービス、福祉用具、訪問介護 

   

３．事業の目的及び運営方針 

事業の内容 居宅療養管理指導(訪問診療) 

事業の目的 要介護状態及び要支援状態にある高齢者や、病気・怪我等により在宅療

養を必要とする者に対し、健康保険法による医療機関及び介護保険法に

よる居宅療養支援サービス提供施設として適正な指定居宅療養管理指導

を提供することを目的とする。 

運営方針 1．居宅療養管理指導の実施にあたっては、対象者の心身の特性を踏まえ

て、生活の質の確保を重視し、健康管理、全体的な日常生活の維持・回

復を図ると共に在宅医療を推進し、快適な在宅療養が継続できるように

支援するものとする。 

2.居宅療養管理指導の実施にあたっては、居宅支援事業者、その他地域

の保健・医療・福祉サービス機関との密接な連携に努めるとともに、関

係市町村とも連携を図り、総合的なサービスの提供に努める。 

3.緊急の出来事にも柔軟に対応できる体制を整備する。 

 

４．営業日および営業時間 

営業日 
日 月 火 水 木 金 土 祝 

営業時間 
 午前 ８ ： ３０ から 

 午後 ５ ： ００ 休 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 休 
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（１） 年末年始（１２月２９日から１月３日）は、休日となります 

（２） 土曜日の営業時間は、午前８：３０から１２：３０となります 

 

５．事業所の職員体制 

職 員数 職務内容 

管理者 

（医師） 

 

１名 

 

 

１．法令等の規定を遵守し、適切な居宅療養管理指導が行

われるよう必要な管理を行う。 

２．訪問診療計画書及び居宅療養管理指導報告書の作成に

関し、必要な指導及び管理を行う。 

医師 常勤 6名 

非常勤 3名 

１.利用者の心身の特性(生理的・身体的障害、行動・精神

障害)を踏まえて、疾病管理・栄養や食生活管理、装着

医療機器管理と共に合併症・感染症予防に留意しつつ日

常生活動作の維持、回復を図るとともに、生活の質の確

保を重視した在宅医療が継続できるように支援する。 

２.居宅介護支援事業者に居宅介護サービス計画の作成等

に、必要な情報提供を行い、また、利用者及び家族に療

養上の必要な事項の指導、助言を行う。 

看護師 看護師 

常勤 6 名 

パート 1名 

１.主治医の指示に基づき、利用者の心身の状態や日常生活

状況、希望を踏まえて、診療の補助を行う。 

２．サービス担当者会議等に出席するなど、他の事業所、

職種と連携を図る。 

３ 看護技術、知識の向上のための研修に参加する。 

事務 常勤１名 

 

１ 居宅療養管理指導料等の請求等とその周辺業務を行う。 

２ 電話連絡等の窓口業務を行う。 

 

６．サービスの内容 

（１）月２回以上定期訪問診療いたします。 

（２）医師は、指定居宅介護支援事業者等に対する介護サービス計画の策定等に必要な

情報提供又は利用者若しくはその家族等に対する介護サービスを利用する上で

の留意点、介護方法についての指導及び助言を行います。 

（３）処方箋を発行します。お近くの薬局で薬を受け取ることができます。 

   希望で、近隣の調剤薬局の薬剤師がご自宅にお薬をお届けするサービスを 

   紹介いたします。 

（４）サービスにあたっては、「訪問診療計画書」に沿って計画的に提供します。 

 

７．サービス提供責任者 / ご相談窓口 ・ 苦情対応 

（１）サービス提供責任者は、次の通りです。サービスについてご相談や不満がある場 

   合には、お申し出ください。 

 

在宅医療センター 

管理者 

山本 佳樹 

 

電話番号  

F A X   

対応時間   

 

 

０４５－８７１－８８５５ 

０４５－８７１－８８９２ 

営業日・営業時間内 

 

○ 次の機関においても、お問合せ・苦情申し立て等ができます。 
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戸塚福祉保健センター 

    高齢・障害支援課 

 

電話番号 

対応時間 

 

０４５－８６６－８４５２ 

８：４５～１７：１５ 

 

泉 福祉保健センター 

    高齢支援課 

電話番号 

F  A  X 

対応時間 

０４５－８００－２４３６ 

０４５－８００－２５１３ 

８：４５～１７：１５ 

 

栄 福祉保健センター 

    高齢支援課 

電和番号 

F  A  X 

対応時間 

０４５－８９４－８５４７ 

０４５－８９３－３０８３ 

８：４５～１７：１５ 

はまふくコール 
電話番号 

対応時間 

０４５－２６３－８０８４ 

９：００～１７：００ 

 

地域包括支援センター 社会福祉士などの専門職が対応する総合相

談窓口が、置かれています。 

神奈川県国民健康保険団体連合会

(国保連) 

(サービス内容に関する相談・苦情) 

電話番号 

ﾅﾋﾞﾀﾞｲｱﾙ 

対応時間 

０４５－３２９－３４４７ 

０５７０－０２２１１０ 

８：３０～１７：１５ 

 

（２）サービスを行う主な担当者は、次のとおりです。 

 

  氏名：               

 

８．利用者負担 

（１）利用者負担金は、介護保険の法定利用料に基づく金額をいただきます。 

費用の１割～３割が利用者負担です。介護保険改定時は変更になります。 

（２）利用料金などのお支払い方法 

   「KCS介護利用料口座振替サービス」を利用し、毎月月末締めとし、翌月２７日 

   にご指定の金融機関の口座から引き落としさせていただきます。 

料金表 

  １割負担 ２割負担 ３割負担 

医師居宅療養管理指導Ⅰ１ （単一建物居住者以外、月２回） ５１５円 １,０３０円 １,５４５円 

医師居宅療養管理指導Ⅰ２ （単一建物居住者、月１回） ４８７円  ９７４円 １,４６１円 

医師居宅療養管理指導Ⅱ１ （単一建物居住者以外、月２回） ２９９円  ５９８円  ８９７円 

医師居宅療養管理指導Ⅱ２ （単一建物居住者、月１回） ２８７円  ５７４円  ８６１円 

 

交通費（往復） ２㎞未満 ２５０円 ４㎞未満 ５００円 ４㎞以上 ７５０円 

※医療保険利用料については別紙ご参照ください。 

 

９．緊急時の対応について 

サービスの提供中に、利用者の病状急変、その他の緊急事態が生じた時は、必要応じ 

て臨時応急の手当てを行うとともに、速やかに主治医に連絡し適切な処置を行います。 
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１０.事故発生時の対応について 

事業者は、サービスの提供にあたって、安全に行うよう充分に注意し、事故防止に努 

めます。サービス提供により事故が発生した場合には、速やかに家族、関係機関に連 

絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

 

１１．秘密保持と個人情報保護 

  事業者は、利用者の個人情報について「個人情報保護に関する法律」及び関連諸法 

令等に基づき、サービスを提供するうえで知り得た利用者及びその家族に関する秘 

密及び個人情報を漏らしません。この秘密を保持する義務は契約終了後も継続しま 

す。 

 

１２．臨床実習の協力のお願い 

  事業者は、医療に関する学生の臨床実習を受けております。学生が利用者に直接か

かわることもあり、その際には事前に担当者から協力についての説明を致します。

協力の同意は、利用者の自由意志によるものであり拒否をすることもできます。 

 

１３．衛生管理 

  職員は清潔の保持及び健康状態について必要な管理を行うと共に、同法人の感染対

策委員会に属し、適切な感染対策を行います。 

 

１４．災害・感染症蔓延時の対応 

  事業者は、災害、感染症の発生時に、サービス提供を継続的に実施するための「災

害発生時・流行感染症発生時における業務継続計画」を策定し訓練を行います。 

  災害、感染症蔓延の状況で、サービス提供が困難になる場合があります。日頃から

の利用者の自助対策が必要となります。 

 

１５．職員研修 

   事業者は、事業の適正運営を行うために、職員研修を計画的に行います。また、

職員は、研修に参加し、能力向上に努めます。 

 

１６．キャンセル 

利用者がサービス利用の中止をする際には、すみやかに次の連絡先までご連絡下さい。 

 

連絡先  ０４５－８７１－８８５５ （内線３４７） 

 

１７．サービスご利用に際してのお願い 

(１）看護師等は、年金の管理、金銭の貸借など、金銭の取扱いはいたしません。 

(２）看護師等に対する贈り物や飲食等のもてなしはご遠慮させていただきます。 

(３）交通事情など、やむを得ない状況により約束の時間を前後することがあります。 

   30分以上遅れる場合はご連絡させていただきますが、ご理解下さい。 

(４）「KCS介護利用料口座振替サービス」による、口座からの引落しでの支払いをお願い 

しております。 

(５）感染予防のため、手洗いを励行しております。訪問時洗面所をお借りいたしますの 

     でご協力下さい。 
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(６）見守りカメラ等による、職員の写真を撮影する際は個人情報保護に準じて、事前に 

職員本人の同意を受けて下さい。また、その写真等は外部に漏洩しない事を遵守し 

て下さい。万が一漏洩があった場合は、必ず申し出ることをお願いします。 

(７）ハラスメント行為などにより、健全な信頼関係を築くことができないと判断した場 

合はサービスの中止や契約を解約する場合があります。 

(８）職員が訪問中の喫煙はご遠慮ください。 

(９）犬などのペットはゲージに入れるか、リードをつなぐなどの配慮をお願いします。 

(10）ご利用者、同居のご家族等が発熱や風邪症状がある場合は、事前に事業者にご連絡 

下さい。 

(11）お茶やお菓子、お心づけなどは一切ご不要です。 

 

１８．サービスご利用にあたる禁止事項 

(１）職員に対する暴言、暴力、嫌がらせ、誹謗中傷などの迷惑行為 

(２）パワーハラスメント、セクシャルハラスメントなどの行為 

(３）サービス利用中の職員の写真や動画撮影、録音等を無断で行うこと 
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居宅療養管理指導 契約書 

 

第１条（サービスの目的及び内容） 

１．事業者は、介護保険法等の関係法令及びこの契約に従い、利用者の有する能力を尊

重し、可能な限り居宅において自立した日常生活を営むことができるよう、居宅療

養管理指導を提供します。 

２．サービス内容の詳細は、別紙（「重要事項説明書」）に記載の通りとなります。 

 

第２条（契約期間） 

１．この契約の契約期間は、２０    年   月   日から解約までの期間とし

ます。 

 

第３条（個別サービス計画等） 

１．事業者は、利用者の日常生活の状況及びその意向を踏まえて、利用者の居宅サービ

ス計画（又は介護予防サービス支援計画）に沿って、「訪問診療計画書」を作成し、

計画的にサービスを提供します。作成した｢訪問診療計画書｣は、利用者に説明を行

い、お渡しいたします。 

２．事業者は、利用者がサービスの内容の変更を希望し、その変更が居宅サービス計画

（又は介護予防サービス支援計画）の範囲内で可能なときは、速やかに｢訪問診療

計画書｣の変更等の対応を行います。 

３．事業者は、利用者が居宅サービス計画（又は介護予防サービス支援計画）の変更を

希望する場合は、速やかに居宅介護支援事業者（又は地域包括支援センター、委託

先の居宅介護支援事業者）への連絡調整等を行います。 

 

第４条（サービス提供の記録等） 

１．事業者は、サービス実施に関する記録を作成し、この契約終了後も 5年間は適正に

保存します。 

２．利用者は、いつでも前項の記録の閲覧及びその複写を求める事ができます。事業者

は、法人の規定に従って、利用者の実費負担によってその写しを交付します。 

 

第５条（利用者負担金及びその延滞） 

１．サービスに対する利用者負担金は、「重要事項説明書」に記載されている通りです。

なお、利用者負担金は、関係法令に基づいて定められるため、契約期間中に関係法

令が改定された場合には、改定後の金額を適用します。 

２．事業者は、利用者が正当な理由なく支払うべき利用者負担金を３ヶ月分以上滞納し、

その督促から１ヶ月以内に支払われない場合は、契約を解約する旨の催告をするこ

とができます。 

３．前項の催告をした場合は、事業者は、居宅サービス計画（又は介護予防サービス支

援計画）を作成した居宅介護支援事業者（又は地域包括支援センター、委託先の居

宅介護支援事業者）と協議し、利用者の健康、生命の維持ができるように、居宅サ

ービス計画（又は介護予防サービス支援計画）の変更、介護保険外の公的サービス

の利用等について必要な調整を行うよう要望するものとします。 

４．事業者は、前項に定める協議等の協力を行い、かつ第２項に定める期間が満了した

場合は、文書によりこの契約を解約することができます。 
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第６条（利用者の解約権） 

１．利用者は、事業者に対して、いつでも解約を申し出ることができます。その場合に

は、７日以上の予告期間をもって届け出るものとし、予告期間の満了日に契約は解

約されます。 

 

第７条（事業者の解約権） 

１．事業者は、利用者又はその家族等の介護者による不信行為（事業者関係者に対する

暴力・暴言・嫌がらせ・その他不信行為等）により、利用者又はその家族等の介護

者と事業者との信頼関係が破綻され、契約を継続することが困難となった場合は、

その理由を記載した書面で告知した上で、契約を解約することができます。 

２．契約の解約にあたって、事業者は、居宅サービス計画書（又は介護予防サービス支

援計画）を作成した居宅介護支援事業者（又は地域包括支援センター、委託先の居

宅介護支援事業者）にその旨を連絡いたします。 

  

第８条（契約の終了） 

次のいずれかの事由が発生した場合は、この契約は終了するものとします。 

１．第５条の規定により事業者から契約の解約の意思表示がなされたとき 

２．第６条の規定により利用者から契約の解約の意思表示がなされ、かつ予告期間が満

了したとき 

３．第７条の規定により事業者から解約の意思表示がなされたとき 

４．次の理由により利用者にサービスを提供できなくなったとき 

（１）利用者が介護保険施設や医療施設に入所又は入院したとき 

（２）利用者が要介護認定を受けられなかったとき 

（３）利用者が死亡された場合 

 ※利用者理由で３ヶ月以上訪問がなく、かつ利用者に継続の意向がある際は訪問日程

を含めた「訪問診療計画書」を変更する場合があります。 

 

第９条（損害賠償） 

１．事業者は、サービスの提供にあたって事業者の責めに期すべき理由により、利用者

の生命・身体・財産に損害を与えた場合には、その損害を賠償します。ただし、事

業者の故意や過失がない場合はこの限りではありません。 

２．第１項の場合において、利用者等の故意又は過失によって当該事故が発生した場合

は、事業者が負う損害賠償額は免除又は減免されます。 

 

第１０条（秘密保持） 

１．事業者は、業務上知り得た利用者及びその家族に関する秘密及び個人情報について

は、利用者又は第三者の生命、身体等に危険がある場合など正当な理由がある場合

を除いて、契約中及び契約終了後も、第三者に漏らすことはありません。 

２．あらかじめ文書により利用者の同意を得た場合は、前項の規定にかかわらず、一定

の条件の下で個人情報を利用できるものとします。 

 

第１１条（苦情対応） 

１．利用者は提供されたサービスに苦情がある場合には、事業者、介護支援専門員（又

は地域包括支援センター、区役所）、市町村又は国民健康保険団体連合会に対して、
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いつでも苦情を申し立てることができます。 

２．事業者は、苦情対応の窓口責任者及びその連絡先を明らかにするとともに、苦情の

申し立て又は相談があった場合には、迅速かつ誠実に対応します。 

３．事業者は、利用者が苦情申し立て等を行ったことを理由に何らの不利益な取扱いを

することはありません。 

 

第１２条（社会情勢及び天災） 

１．社会情勢の急激な変化（感染症のパンデミック等）、地震、風水害など著しい社会

秩序の混乱などにより、利用者にサービスの提供が困難になった場合は、日程、時

間の変更・調整をさせて頂くことがあります。 

２．災害や緊急事態が発生し、電話連絡が困難になった際に、利用者の安否確認や状況

説明のため、メールアドレスをお持ちの方は登録をお願いしております。 

 

第１３条（裁判所管轄） 

１．この契約に対して、やむを得ずに係争となる場合は、利用者及び事業者は、事業者

所在地を管轄する簡易裁判所又は地方裁判所を第１審の専属的合意管轄裁判所と

することとし、予め合意します。 

 

第１４条（契約外条項等） 

 この契約及び介護保険法等の関係法令で定められていない事項については、関係法令

の趣旨を尊重して、利用者と事業者の協議により定めます。 
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 個人情報使用同意書 

 

  当在宅医療センターは、個人情報保護法の主旨を尊重し、｢個人情報保護方針｣を定

め、利用者の個人情報を厳重に管理してまいります。 

 

１．使用する目的および範囲 

（１）当センターは、居宅療養管理指導の申し込み、サービス提供を通じて知りえた個 

人情報は、利用者・ご家族の方への心身の状況説明、訪問診療記録・台帳の作成 

等といった居宅療養管理指導の提供のために必要に応じて利用いたします。  

   

（２） 利用者の皆様の個人情報は、居宅療養管理指導の提供以外にも以下のような場

合に、必要に応じて、第三者に提供される場合があります。 

① 円滑にサービス提供するために病院、診療所、薬局およびその他の居宅サービ

ス事業者や居宅介護支援事業者とのカンファレンス等による連携、照会への回

答 

② 審査支払い機関へのレセプトの提出 

③ 保険者への相談、届け出、および照会への回答 

④ 医療安全、感染防止等のための分析・報告や看護職員等の教育研究 

⑤ 学会・医学誌等への発表 

特定の利用者・関係者の症例や事例などの学会、研究会、学会誌等での報告は

氏名、生年月日、住所等を消去することで匿名化する。匿名化困難な場合は、

本人の同意を得る。  

⑥ 学生等実習、研修協力のための情報提供 

⑦ 行政機関等外部監査機関への情報提供 

 

２．使用する期間 

居宅療養管理指導サービス提供に必要な期間及び契約期間に準ずる。 

 

３．管理と窓口 

（１）個人情報の提供は必要最小限とし、提供にあたっては関係者以外の者に漏れる 

   ことのないよう細心の注意を払うこと 

（２）個人情報を使用した会議、参加者、内容等の経過を記録しておくこと 

（３） 使用する事業者の範囲、使用する期間については、利用者から希望がある場合

は変更に応じ訂正すること  
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サービス契約にあたり、居宅療養管理指導重要事項説明書、契約書、個人情報使用同意

書について説明しました。 

   ２０    年    月    日 

 

   （事業者）  横浜市戸塚区汲沢町５６番地 

 

           医療法人 横浜博萌会 

           西横浜国際総合病院 在宅医療センター 

 

              管 理 者   山 本 佳 樹   ㊞ 

 

              説 明 者             ㊞ 

 

 

上記のとおり、契約書、重要事項説明書、個人情報使用同意書について説明を受けま 

した。 

その上で、居宅療養管理指導サービスの契約を締結します。 

 

      ２０    年    月    日 

 

        （利用者） 

              住  所                           

 

               氏  名                  ㊞   

 

               電  話                           

 

              生年月日                          

 

        （代理人） 

              私は、本人に代わり上記署名を行いました。 

 

住  所                      

 

               氏  名                  ㊞  

 

               電  話                     

 

                                         続  柄           

 

E-mail                                           

 

  以上の通り契約したので、本書２通を作成し、各１通ずつ保有することとします。 
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